
平成 14年 3月期 決算短信 (連結)  平成 14年 5月 24日

上   場   会   社   名       日特建設株式会社 上場取引所 東

コード番号       1929 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 代表取締役副社長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　清野　　勤 TEL (03) 3542 - 9126
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 24日
親会社名　　   　     （コード番号：　-） 親会社における当社の株式保有比率：　    -   　％
米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （注）百万円未満切捨表示

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 115,652 △ 11.9 4,612 △ 17.9 4,053 △ 18.9

13年  3月期 131,334 0.4 5,616 3.0 4,995 6.5

            当期純利益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 288 - 7.02 - 1.8 3.4 3.5

13年  3月期 △ 15,490 - △ 377.24 - △ 64.2 3.6 3.8
(注)①持分法投資損益 14年  3月期           -        百万円          13年  3月期           -        百万円
     ②期中平均株式数（連結）　14年  3月期    41,060,496 株　　　13年  3月期    41,061,866 株
     ③会計処理の方法の変更 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 110,019 16,259 14.8 396.11

13年  3月期 128,290 16,291 12.7 396.76

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期    41,047,610 株　　　13年  3月期    41,061,950 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 9,477 △ 967 △ 7,664 14,753

13年  3月期 9,098 1,212 △ 8,662 13,907

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  2　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）1　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 46,000 1,000 △ 550

通　　期 105,000 4,700 1,200

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             29 円  23 銭

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の実績は、
　 今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
　　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 3ページをご参照下さい。
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１．企業集団の状況

当社の企業集団は、当社、子会社 4社及び関連会社 1社で構成され、主な事業内容は建設事業であります。

当社グループの事業に係わる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

建 設 事 業       ：当社は総合建設業を営んでいます。連結子会社㈱日本パブリックが建設コンサルタント業、

非連結子会社ドーム建設工業㈱と非連結関連会社日本イコス㈱が土木建築工事を営んで

おり、当社は施工する工事の一部を上記関係会社に発注しています。また、連結子会社㈱

ハイテクリース、非連結子会社緑興産㈱より建設機器等のリース、材料等の仕入を行って

います。

開 発 事 業       ：当社は、宅地の開発・販売、マンション・戸建住宅の建設・販売を開発事業として営んで

います。

その他の事業       ：建設機器、車両等のリース業

事業の系統図は次のとおりであります。

得       意       先

当          社

建設事業及びその他の事業 開発事業

非連結子会社 連結子会社 非連結子会社 連結子会社
 緑興産㈱  ㈱ハイテクリース  　　ドーム建設工業㈱  ㈱日本パブリック

非連結関連会社
 　　日本イコス㈱
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２．経　営　方　針

(１) 会社の経営の基本方針

　当社は、「環境・防災・維持補修」に関連する専門技術、工法を有し、「総合管理力があり、専門工事

を得意とする建設会社」として、広く社会に貢献することを経営理念とし、環境に配慮し持続的な成長

発展を図り、当社グループの企業価値をより高めることを経営方針としております。

(２) 会社の利益配分に関する基本方針

　当社は、受注競争力および財務体質の強化の為、内部留保の充実による経営基盤の強化を目指してお

り、長期安定的な利益配当を継続しつつ、将来の事業展開を勘案し業績に応じた利益還元に努めること

を基本方針としております。

(３) 中長期的な会社の経営戦略

　当社グループの主要事業である建設業は、民間設備投資の早期回復に期待がもてない上に、公共投資

予算も大幅な減少基調で推移し、建設市場の縮小化は一層進むものと思われます。また、建設行政の大

きな動きも予測され、中小のみならず大手建設業界におきましても企業存続をかけた競争がますます熾

烈になっていくものと思われます。

　このような厳しい経営環境において安定した経営基盤の確立を目指す為、財務体質の改善に取り組み、

原価低減、経費削減により収益の向上に努めてまいります。また、社会ニーズに対応した技術開発によ

り競争力の強化を図り、当社の得意技術である「環境・防災・維持補修」等に関する専門技術、工法を

活かし、独自の環境関連技術を積極的に提供してまいります。

(４) 会社の対処すべき課題

　今後の建設投資は、中長期的に減少傾向が続くと考えられ、受注競争はますます激化するものと考え

られます。

　この厳しい経営環境のなかで生き抜いていく為に、当社が得意とする「環境・防災・維持補修」に関

連する専門技術、独自工法を活かして競争力の強化を図り、「原価低減」「経費削減」による収益力の向

上に努め、有利子負債の圧縮等による「財務体質の改善」にグループをあげて取組んでまいります。



日特建設株式会社

─    ─４

３．経営成績及び財政状態

(１) 当期の概況

　当期におけるわが国経済は、一段と進行するデフレに加え、ＩＴ関連需要の急激な減退や米国を中心

とした世界経済の減速により、民間設備投資や輸出が減少し、個人消費も依然として低迷を続け、雇用

情勢は戦後最悪の失業率に達する等、厳しい状況のまま推移いたしました。

　当建設業界におきましては、公共事業及び民間設備投資の減少に伴い受注競争は熾烈を極め、ゼネコ

ンの相次ぐ経営破綻が表面化する等、経営環境は極めて厳しい状況に終始いたしました。

　このような状況下にあって、当社グループは積極的に営業活動に取組みましたが、連結業績につきま

しては、売上高は前期比 11.9％減の 115,652 百万円、経常利益は前期比 18.9％減の 4,053百万円となり

ました。また、特別損失において、投資有価証券評価損、販売用不動産評価損等 1,415 百万円を計上し、

また、税効果会計による法人税等調整額が 2,382 百万円があったため、当期利益は 288 百万円となりま

した。

また、事業のセグメント別業績は、次のとおりです。

（建設事業）

完成工事高は 114,004百万円、営業利益は 4,288 百万円であります。

（不動産事業）

不動産事業を営む連結子会社を清算したため、不動産事業をセグメント事業区分より削除しました。

（開発事業）

売上高は 304 百万円、営業損失は 70百万円であります。

（その他の事業）

売上高は 1,343 百万円、営業利益は 385 百万円であります。

(２) 次期の見通し

　平成 14 年度のわが国経済の見通しにつきましては、米国経済の回復基調や在庫調整の進展、政府の

総合デフレ対策等により景気回復が期待されるものの、深刻な雇用情勢等を背景に個人消費の回復の見

通しは不透明であり、依然として厳しい状態が続くものと思われます。

　当建設業界におきましても、公共事業は国、地方ともに財政難のため減少が予想され、民間建設投資

も期待薄であり、市場競争はますます激化し、経営環境は一段と厳しさを増すものと予想されます。

　このような状況のもと、当社グループといたしましては、積極的な営業活動およびさらなる技術開発

力の強化を推進し、利益体質の強化を目指してグループ一丸となって邁進してまいります。

　なお、当社グループの次期の連結業績予想につきましては、売上高 105,000 百万円、経常利益 4,700

百万円、当期純利益 1,200百万円を見込んでおります。

(３) 財政状態

連結ベースのキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権

の回収による運転資金の増加、仕入債務の支払による運転資金の減少により 9,477 百万円の増加、投資

活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得により、967百万円の減少、また財務活動によるキ

ャッシュ・フローは、長期・短期借入金の返済等により 7,664 百万円の減少となりました。その結果、

現金及び現金同等物は、846 百万円増加し、当期末残高は 14,753百万円となりました。
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４．連結財務諸表等

１． 比較連結貸借対照表
（単位：百万円）

期   別 当連結会計年度 前連結会計年度

科   目 （平成14年3月31日現在）（平成13年3月31日現在）
比較増減（△）

（ 資 産 の 部 ）         

流 動 資 産          ７４，９８５ ９０，０８２ △ １５，０９７

現 金 預 金 １４，７５３ １３，９０７ ８４６

受取手形・完成工事未収入金等 ３７，７１２ ４６，８４０ △ ９，１２７

有 価 証 券 １０ ２０ △ ９

販 売 用 不 動 産 ９，２５９ １１，１９９ △ １，９４０

未 成 工 事 支 出 金 等 ８，５２７ １１，４７７ △ ２，９５０

繰 延 税 金 資 産 ３，００２ ３，２９４ △ ２９１

そ の 他 流 動 資 産 １，９１０ ３，５９４ △ １，６８３

貸 倒 引 当 金 △ １９１ △ ２５２ ６０

固 定 資 産          ３５，０３４ ３８，２０８ △ ３，１７３

有 形 固 定 資 産          ２４，３５２ ２５，１２０ △ ７６８

建 物 ・ 構 築 物 １３，１４１ １３，３０５ △ １６４

機械・運搬具・工具器具備品 ７，６１６ ７，６８８ △ ７１

土 地 １３，７８０ １３，７８２ △ １

建 設 仮 勘 定 ２３ ４ １８

そ の 他 有 形 固 定 資 産 ５，１３１ ５，１３６ △ ４

減 価 償 却 累 計 額 △ １５，３４１ △ １４，７９７ △ ５４４

無 形 固 定 資 産          ５９２ ３６８ ２２３

連 結 調 整 勘 定 ２５２ ─ ２５２

そ の 他 無 形 固 定 資 産 ３３９ ３６８ △ ２９

投 資 等          １０，０９０ １２，７１９ △ ２，６２８

投 資 有 価 証 券 １，７４４ １，８００ △ ５５

繰 延 税 金 資 産 ６，３８９ ８，４８０ △ ２，０９１

そ の 他 投 資 等 ３，５８５ ３，４２３ １６２

貸 倒 引 当 金 △ １，６２９ △ ９８５ △ ６４４

資 産 合 計         １１０，０１９ １２８，２９０ △ １８，２７０
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（単位：百万円）

期   別 当連結会計年度 前連結会計年度

科   目 （平成14年3月31日現在）（平成13年3月31日現在）
比較増減（△）

（ 負 債 の 部 ）         

流 動 負 債          ７９，０６７ ９３，７５３ △ １４，６８５

支払手形・ 工 事 未 払 金 等 ３１，１７２ ３９，６０３ △ ８，４３０

短 期 借 入 金 ３９，７７４ ４３，４０９ △ ３，６３４

未 成 工 事 受 入 金 ４，１８６ ６，６７６ △ ２，４８９

完 成 工 事 補 償 引 当 金 １５４ １４６ ７

賞 与 引 当 金 ２７９ ５７３ △ ２９４

そ の 他 流 動 負 債 ３，４９９ ３，３４３ １５６

固 定 負 債          １４，４４５ １８，０１２ △ ３，５６６

長 期 借 入 金 １１，９２２ １５，８２３ △ ３，９００

退 職 給 付 引 当 金 ２，０２６ １，４４９ ５７６

そ の 他 固 定 負 債 ４９６ ７３８ △ ２４２

負 債 合 計         ９３，５１３ １１１，７６５ △ １８，２５２

（少数株主持分）         

少 数 株 主 持 分          ２４６ ２３３ １３

（ 資 本 の 部 ）         

資 本 金          ７，３０２ ７，３０２ ─

資 本 準 備 金          ６，８８０ ６，８８０ ─

連結剰余金又は欠損金 ２，２７０ ２，１０９ １６１

その他有価証券評価差額金 △ １８８ ─ △ １８８

自 己 株 式          △ ６ △ ０ △ ５

子会社の所有する親会社の株式 ─ △ ０ ０

資 本 合 計         １６，２５９ １６，２９１ △ ３２

負債、少数株主持分         
及 び 資 本 合 計         

１１０，０１９ １２８，２９０ △ １８，２７０
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２．連結損益計算書
（単位：百万円）

期   別 当連結会計年度 前連結会計年度

科   目
自 平成13年4月1日          
至 平成14年3月31日          

自 平成12年4月1日          
至 平成13年3月31日          

比較増減（△）

売 上 高          １１５，６５２ １３１，３３４ △ １５，６８１
完 成 工 事 高 １１４，３０９ １２８，８２０ △ １４，５１０
不 動 産 事 業 売 上 高 ─ １，４０９ △ １，４０９
そ の 他 の 事 業 売 上 高 １，３４３ １，１０５ ２３８
売 上 原 価          １０１，８６０ １１５，９１０ △ １４，０４９
完 成 工 事 原 価 １００，７７３ １１４，０５４ △ １３，２８１
不 動 産 事 業 売 上 原 価 ─ ９５７ △ ９５７
そ の 他 の 事 業 売 上 原 価 １，０８７ ８９８ １８９

売 上 総 利 益          １３，７９２ １５，４２４ △ １，６３２
完 成 工 事 総 利 益 １３，５３６ １４，７６５ △ １，２２９
不 動 産 事 業 売 上 総 利 益 ─ ４５１ △ ４５１
そ の 他 の 事 業 売 上 総 利 益 ２５５ ２０６ ４９
販売費及び一般管理費          ９，１７９ ９，８０８ △ ６２８
営 業 利 益 ４，６１２ ５，６１６ △ １，００３
営 業 外 収 益          ２２１ ４７３ △ ２５１
受 取 利 息 ６ ２５ △ １９
信 託 収 入 ─ １１１ △ １１１
特 許 関 連 収 入 ９９ ２１２ △ １１３
雑 収 入 １１６ １２３ △ ７
営 業 外 費 用          ７８１ １，０９４ △ ３１３
支 払 利 息 ６１９ ８１１ △ １９２
信 託 費 用 ─ ６５ △ ６５
デ リ バ テ ィ ブ 費 用 １６０ １３３ ２６
雑 支 出 １ ８２ △ ８１
経 常 利 益 ４，０５３ ４，９９５ △ ９４２
特 別 利 益          ９３ ７８７ △ ６９３
固 定 資 産 売 却 益 ５ ２ ３
保 険 解 約 返 戻 金 ─ ７８３ △ ７８３
前 期 損 益 修 正 益 ８８ ─ ８８
そ の 他 特 別 利 益 ─ ２ △ ２
特 別 損 失          １，４１５ ３１，２４３ △ ２９，８２８
販 売 用 不 動 産 評 価 損 ３３０ １，８５９ △ １，５２９
固 定 資 産 除 却 ・ 売 却 損 １６ １，０５０ △ １，０３３
子 会 社 整 理 損 失 ─ ２６，７８１ △ ２６，７８１
投 資 有 価 証 券 売 却 損 １４ ─ １４
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３２９ ５２７ △ １９７
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 ４５ ８４６ △ ８０１
前 期 修 正 損 ７５ ─ ７５
貸 倒 損 失 ２４６ ─ ２４６
早 期 退 職 特 別 加 算 金 １５７ １０７ ５０
役 員 退 職 慰 労 金 １９８ ７０ １２７

税 金 等 調 整 前
当期純利益又は当期純損失 (△ )

２，７３１ △ ２５，４６０ ２８，１９２

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ２９３ ３２０ △ ２６
法 人 税 等 調 整 額 ２，３８２ △ １０，３５０ １２，７３３
少 数 株 主 利 益 又 は 損 失 △ ２３３ ５９ △ ２９３

当期純利益又は当期純損失 (△ ) ２８８ △ １５，４９０ １５，７７８
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３．連結剰余金計算書
（単位：百万円）

期   別 当連結会計年度 前連結会計年度

科   目
自 平成13年4月1日          
至 平成14年3月31日          

自 平成12年4月1日          
至 平成13年3月31日          

比較増減（△）

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２，１０９ １７，７８６ △ １５，６７７

連 結 剰 余 金 減 少 高 １２７ １８６ △ ５９

株 主 配 当 金 １２３ １６４ △ ４１

役 員 賞 与 金 ３ ２２ △ １８

当期純利益又は当期純損失（△） ２８８ △ １５，４９０ １５，７７８

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ２，２７０ ２，１０９ １６１
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４．連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

期   別 当 連 結 会 計 年 度          前 連 結 会 計 年 度          

科   目
自  平成 1 3 年 4 月 1日           
至  平成1 4年3月3 1日           

自  平 成 1 2 年 4 月 1日           
至  平成1 3年3月3 1日           

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益又は当期純損失 ２，７３１ △ ２５，４６０
減価償却費 １，１４６ １，６９４
貸倒引当金の増加・減少（△）額 ５８３ ８０３
完成工事補償引当金の増加・減少（△）額 ７ ２１
賞与引当金の増加・減少（△）額 △ ２９４ ２２８
退職給与引当金の増加・減少額（△）額 ─ △ ９５２
退職給付引当金の増加・減少額（△）額 ５７６ １，４４９
販売用不動産評価損 ３３０ １，８５９
子会社整理損失 ─ ２６，７８１
有形固定資産売却益 △ ５ △ ２
有形固定資産除却・売却損 １６ １，０５０
有価証券・投資有価証券評価損 ３２９ ５２７
有価証券・投資有価証券売却損 １４ ─
受取利息及び受取配当金 △ ２３ △ ４８
支払利息 ７７９ ８１１
売上債権の減少・増加（△）額 ９，１２７ △ ４，５０５
販売用不動産の減少・増加（△）額 １，７９３ １５６
未成工事支出金の減少・増加（△）額 ２，９５０ ２，１７１
その他資産の減少・増加（△）額 １，５７２ △ ５２５
保険積立金の減少額 ─ ２，３６７
仕入債務の増加・減少（△）額 △ ８，４３０ ３，１２２
未成工事受入金の増加・減少（△）額 △ ２，４８９ △ １，４０８
未払消費税の増加・減少（△）額 ４２２ △ １４０
その他負債の増加・減少（△）額 △ ２０９ ８７２
その他 △ ３６７ ９８

小 計          １０，５６２ １０，９７５
利息及び配当金の受取額 ２３ ４９
利息の支払額 △ ７６１ △ １，０４１
法人税等の支払額 △ ３４６ △ ８８４

営業活動によるキャッシュ・フロー ９，４７７ ９，０９８
Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の払戻しによる収入 ─ １，３３０
有価証券・投資有価証券取得による支出 △ ５７２ △ ５５５
有価証券・投資有価証券売却による収入 １０６ ５５０
自己株式取得による支出 △ １０ △ ２
自己株式売却による収入 ４ ２
有形固定資産取得による支出 △ ６８８ △ ８４５
有形固定資産売却による収入 １８０ ７２１
無形固定資産取得による支出 △ ６２ △ ４８
無形固定資産売却による収入 ２７ ０
貸付金による支出 △ ２３ △ ７１
貸付金の回収による収入 ７２ １３１

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９６７ １，２１２
Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純減少額 △ ３，６３４ △ ６，２０９
長期借入による収入 ２１，２１９ ９，７１２
長期借入金の返済による支出 △ ２５，１２０ △ １１，９９８
配当金の支払額 △ １２３ △ １６４
少数株主への配当金の支払額 △ ６ △ ２

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ７，６６４ △ ８，６６２
Ⅳ  現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 ８４６ １，６４８
Ⅴ  現金及び現金同等物期首残高 １３，９０７ １２，２５９

Ⅵ  現金及び現金同等物期末残高 １４，７５３ １３，９０７



平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 24日

上   場   会   社   名       日特建設株式会社 上場取引所 東

コード番号       1929 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 代表取締役副社長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　清野　　勤 TEL (03) 3542 - 9126
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 24日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績 （注）百万円未満切捨表示

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 113,048 △ 11.0 4,836 △ 3.8 4,319 △ 5.2

13年  3月期 127,076 2.6 5,025 8.9 4,559 13.0

         　当 期 純 利 益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 516 - 12.58 - 3.3 3.8 3.8

13年  3月期 △ 17,960 - △ 437.36 - △ 72.3 3.4 3.6
(注)①期中平均株式数 14年  3月期    41,060,496 株　　　13年  3月期    41,065,827 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 6.00 - 6.00 246 47.7 1.5

13年  3月期 3.00 - 3.00 123 - 0.8

（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　           -  円     銭、　特別配当　           -  円     銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 105,082 15,961 15.2 388.69

13年  3月期 122,123 15,762 12.9 383.84

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期     　41,065,827 株　13年  3月期     　41,065,827 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期         　18,217 株　13年  3月期            　877 株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 45,000 880 △ 600 － － －

通　　期 102,000 4,300 1,000 － 6.00 6.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   24 円 35 銭 

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の実績は、今後
　 様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
　　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 3ページをご参照下さい。

─ 10 ─
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１．財務諸表等

１． 比較貸借対照表
（単位：百万円）

期   別 当     期 前     期

科   目 （平成 14．3．31 現在） （平成 13．3．31 現在）
比 較 増 減（△）

（ 資 産 の 部 ）         

流 動 資 産          ７１，７４７ ８６，２４１ △ １４，４９４

現 金 預 金 １４，１１６ １３，１３８ ９７８

受 取 手 形 １０，５１９ １４，６５７ △ ４，１３７

完 成 工 事 未 収 入 金 ２６，５６２ ３１，１４９ △ ４，５８７

有 価 証 券 １０ ２０ △ ９

自 己 株 式 ─ ０ △ ０

販 売 用 不 動 産 ８，６７３ １０，６１４ △ １，９４１

未 成 工 事 支 出 金 ５，７２７ ８，８９１ △ ３，１６３

開 発 事 業 等 支 出 金 ２，０６３ １，８５２ ２１１

未 収 入 金 ６３２ １，７６４ △ １，１３２

繰 延 税 金 資 産 ２，９８２ ３，２５７ △ ２７４

そ の 他 流 動 資 産 ６４６ １，１３９ △ ４９２

貸 倒 引 当 金 △ １８８ △ ２４５ ５６

固 定 資 産          ３３，３３５ ３５，８８２ △ ２，５４７

有 形 固 定 資 産          ２２，４０８ ２２，９９８ △ ５８９

建 物 ・ 構 築 物 ７，７９８ ８，３４０ △ ５４２

機 械 装 置 ６７６ ７３７ △ ６１

備 品 ８９ ９２ △ ２

土 地 １３，８１８ １３，８２０ △ ２

建 設 仮 勘 定 ２３ ４ １８

そ の 他 有 形 固 定 資 産 ２ ２ ─

無 形 固 定 資 産          ２４２ ２３７ ４

投 資 等          １０，６８３ １２，６４６ △ １，９６２

投 資 有 価 証 券 １，６３８ １，７４２ △ １０３

子 会 社 株 式 ７４２ ９０ ６５１

長 期 貸 付 金 ４７ ５７ △ １０

長 期 前 払 費 用 ６２ ４２ １９

長 期 営 業 債 権 １，４２０ ８７３ ５４６

繰 延 税 金 資 産 ６，４１７ ８，４９７ △ ２，０７９

そ の 他 投 資 等 １，９８４ ２，３２６ △ ３４２

貸 倒 引 当 金 △ １，６２９ △ ９８５ △ ６４４

資 産 合 計         １０５，０８２ １２２，１２３ △ １７，０４１



日特建設株式会社

   ─    ─12

（単位：百万円）

期   別 当     期 前     期

科   目 （平成 14．3．31 現在） （平成 13．3．31 現在）
比 較 増 減（△）

（ 負 債 の 部 ）         

流 動 負 債          ７５，４４７ ８９，９２４ △ １４，４７７

支 払 手 形 １９，４１３ ２３，０７９ △ ３，６６５

工 事 未 払 金 １０，９７２ １５，７６８ △ ４，７９６

短 期 借 入 金 ３７，２２４ ４０，６３５ △ ３，４１０

未 払 法 人 税 等 ９６ １２６ △ ２９

未 成 工 事 受 入 金 ４，１４１ ６，６６９ △ ２，５２８

預 り 金 １，４２５ １，４９７ △ ７１

完 成 工 事 補 償 引 当 金 １５４ １４５ ９

賞 与 引 当 金 ２６５ ５５５ △ ２９０

設 備 関 係 支 払 手 形 ４８ ３９ ８

そ の 他 流 動 負 債 １，７０４ １，４０８ ２９６

固 定 負 債          １３，６７２ １６，４３６ △ ２，７６３

長 期 借 入 金 １１，２１０ １４，２９９ △ ３，０８９

退 職 給 付 引 当 金 １，９７５ １，４０６ ５６９

そ の 他 固 定 負 債 ４８７ ７２９ △ ２４２

負 債 合 計         ８９，１２０ １０６，３６１ △ １７，２４０

（株主資本の部）         

資 本 金          ７，３０２ ７，３０２ ─

法 定 準 備 金          ７，７４７ ７，７３２ １５

資 本 準 備 金 ６，８８０ ６，８８０ ─

利 益 準 備 金 ８６７ ８５２ １５

剰 余 金          １，１０６ ７２７ ３７８

任 意 積 立 金 ４１６ １８，２５２ △ １７，８３６

圧 縮 積 立 金 １１６ １１６ ─

退 職 慰 労 積 立 金 ─ ２５０ △ ２５０

株 式 消 却 積 立 金 ３００ ８３６ △ ５３６

別 途 積 立 金 ─ １７，０５０ △ １７，０５０

当 期 未 処 分 利 益 又 は
当 期 未 処 理 損 失 ( △ )

６８９ △ １７，５２５ １８，２１４

[当期純利益又は当期純損失(△)] ［ ５１６］［△ １７，９６０］ ［ １８，４７７］

その他有価証券評価差額金 △ １８８ ─ △ １８８

自 己 株 式          △ ６ ─ △ ６

株 主 資 本 合 計          １５，９６１ １５，７６２ １９９

負債・株主資本合計          １０５，０８２ １２２，１２３ △ １７，０４１
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２．比較損益計算書
（単位：百万円）

当      期 前      期
自  平成1 3年4月1日           
至 平成1 4年3月31日           

自  平 成1 2年4月1日           
至 平成1 3年3月31日           

比 較 増 減（△）期   別

科   目
金      額 比 率 金      額 比 率 金     額

（経常損益の部）          ％ ％

営 業 損 益          

売 上 高          
完 成 工 事 高 １１３，０４８ 100.0 １２７，０７６ 100.0 △ １４，０２８
売 上 原 価          

完 成 工 事 原 価 ９９，７５０ 88.2 １１３，２６９ 89.1 △ １３，５１９

売 上 総 利 益          
完 成 工 事 総 利 益 １３，２９８ 11.8 １３，８０６ 10.9 △ ５０８

販売費及び一般管理費          ８，４６１ 7.5 ８，７８１ 6.9 △ ３１９

営 業 利 益 ４，８３６ 4.3 ５，０２５ 4.0 △ １８９
営 業 外 損 益          

営 業 外 収 益          ２２２ 0.2 ４８０ 0.4 △ ２５７
受 取 利 息 ８ ５５ △ ４７
有 価 証 券 利 息 ０ １０ △ ９

受 取 配 当 金 １９ ２８ △ ８
有 価 証 券 売 却 益 ０ ─ ０
特 許 関 連 収 入 ９９ ２１３ △ １１３

信 託 収 入 ─ １１１ △ １１１
そ の 他 営 業 外 収 益 ９４ ６０ ３３
営 業 外 費 用          ７３９ 0.7 ９４６ 0.7 △ ２０７

支 払 利 息 ５７８ ７４２ △ １６４
信 託 費 用 ─ ６９ △ ６９
デ リ バ テ ィ ブ 費 用 １６０ １３３ ２６

そ の 他 営 業 外 費 用 ０ ０ ０

経 常 利 益 ４，３１９ 3.8 ４，５５９ 3.6 △ ２３９
（特別損益の部）          

特 別 利 益           ５ 0.0 ７６０ 0.6 △ ７５５
固 定 資 産 売 却 益 ５ １ ３
保 険 解 約 返 戻 金 ─ ７５８ △ ７５８

特 別 損 失           １，３２４ 1.2 ３３，４７７ 26.3 △ ３２，１５３
販 売 用 不 動 産 評 価 損 ３３６ １，８５７ △ １，５２０
固 定 資 産 除 却 ・ 売 却 損 １２ ３１ △ １９

投 資 有 価 証 券 売 却 損 １４ ─ １４
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３２９ ５２７ △ １９７
子 会 社 整 理 損 失 ─ ３０，０６４ △ ３０，０６４

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 ４０ ８４６ △ ８０６
貸 倒 損 失 ２４６ ─ ２４６
早 期 退 職 特 別 加 算 金 １５７ １０７ ５０

役 員 退 職 慰 労 金 １８６ ４２ １４４

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失

３，００１ 2.7 △ ２８，１５７ △22.2 ３１，１５８

法人税、住民税及び事業税 １３０ 0.1 １５０ 0.0 △ ２０
法 人 税 等 調 整 額 ２，３５４ 2.1 △ １０，３４７ △ 8.1 １２，７０１

当期純利益又は当期純損失(△) ５１６ 0.5 △ １７，９６０ △14.1 １８，４７７
前 期 繰 越 利 益 １７２ ４３５ △ ２６２

当 期 未 処 分 利 益 又 は
当 期 未 処 理 損 失 ( △ )

６８９ △ １７，５２５ １８，２１４
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３．比較利益処分案

（単位：百万円）

期   別 当     期 前     期

科   目 自  平成 13．4． 1
至  平成 14．3．31

自  平成 12．4． 1
至  平成 13．3．31

比 較 増 減（△）

当 期 未 処 分 利 益 又 は
当 期 未 処 理 損 失 ( △ )

６８９ △ １７，５２５ １８，２１４

任 意 積 立 金 取 崩 額

退職慰労積立金取崩額 ─ ２５０ △ ２５０

株式消却積立金取崩額 ─ ５３６ △ ５３６

別 途 積 立 金 取 崩 額 ─ １７，０５０ △ １７，０５０

小　　　　計 ─ １７，８３６ △ １７，８３６

　　　 合　　　　計 ６８９ ３１０ ３７８

利 益 処 分 額

利 益 準 備 金 ─ １５ △ １５

株 主 配 当 金 ２４６ １２３ １２３

（１株につき 6円） （１株につき 3円）

　　　 合　　　　計 ２４６ １３８ １０８

次 期 繰 越 利 益 ４４３ １７２ ２７０
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２．比較受注・売上・次期繰越

（単位：百万円）

当      期 前      期
期   別

自  平成 13．4． 1
至  平成 14．3．31

自  平成 12．4． 1
至  平成 13．3．31

比 較 増 減     （△）

区   分 金    額 比率(％) 金    額 比率(％) 金    額 比率(％)

基 礎 75,982 75.5 81,442 67.6 △ 5,460 △ 6.7土  

木 土 木 一 式 17,279 17.2 22,232 18.5 △ 4,953 △ 22.3

建 築 6,227 6.2 13,623 11.3 △ 7,396 △ 54.3

地 質
コンサルタント

795 0.8 1,300 1.1 △ 505 △ 38.9

開 発 事 業 274 0.3 1,754 1.5 △ 1,480 △ 84.3

受

注

高

 
 
 
 
 
 
 
 
 

合 計 100,559 100.0 120,354 100.0 △ 19,794 △ 16.4

基 礎 80,499 71.2 80,972 63.7 △ 472 △ 0.6土  

木 土 木 一 式 21,015 18.6 26,952 21.2 △ 5,937 △ 22.0

建 築 10,310 9.1 16,078 12.6 △ 5,767 △ 35.9

地 質
コンサルタント

918 0.8 1,228 1.0 △ 309 △ 25.2

開 発 事 業 304 0.3 1,845 1.5 △ 1,540 △ 83.5

売

上

高

 
 
 
 
 
 
 
 
 

合 計 113,048 100.0 127,076 100.0 △ 14,028 △ 11.0

基 礎 35,858 65.7 40,375 60.2 △ 4,517 △ 11.2土  
木 土 木 一 式 12,011 22.0 15,747 23.5 △ 3,735 △ 23.7

建 築 6,507 11.9 10,591 15.8 △ 4,083 △ 38.6

地 質
コンサルタント

173 0.3 296 0.4 △ 123 △ 41.6

開 発 事 業 23 0.1 52 0.1 △ 29 △ 56.0

次

期

繰

越

高

 
 
 
 
 
 
 
 
 

合 計 54,573 100.0 67,062 100.0 △ 12,488 △ 18.6
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３．役員の異動

（平成 14年 6月 27日 予定）

１． 代表者の移動

該当事項はありません。

２． その他の役員の移動

①新任取締役候補

取締役広島支店長 藤 井 　 輝 彦 （現、広島支店長）

取締役北陸支店長 中 森 　 保 （現、北陸支店長）

②新任監査役候補

常勤監査役 横 山 　 省 吾 （現、取締役社長室担当）

非常勤監査役（社外監査役） 井 田 　 博 喜 （現、日動火災海上保険株式会社
財務企画部長）

③退任予定取締役

代表取締役副社長 鳴 野 　 誠

取締役 岡 　 俊 昭

取締役 横 山 　 省 吾 （常勤監査役就任予定）

取締役 平 井 　 清 文

取締役 小 島 　 廣 一

取締役 小 林 　 嗣 夫

取締役 滝 澤 　 紀 夫

④退任予定監査役

常勤監査役 白 土 　 英 男

非常勤監査役（社外監査役） 寺 内 　 弘 全

以 　 上




